
I. は じ め に

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は大きな

津波被害をもたらし，その影響は東北地方の広範囲に

及んだ。農林水産省の推計では津波の被害を受けた農

地は東北 3 県を中心に 23,600 ha と報告されており，

中でも宮城県では約15,000 ha と最も被害が大きい1)。

津波によって農地土壌が受ける被害は，①海水に含

まれる塩分が農地土壌に蓄積することによって生じる

塩害，②津波に含まれるヘドロの堆積による農地土壌

の理化学性の悪化，③津波の寄せ・引き波による水田

作土の侵食および海砂の堆積，の 3 種類に大別され

る。平坦な地形もしくは地形の影響が小さい地域では

津波の運搬作用や掘削作用は海岸からの距離に応じて

小さくなるため，農地が海岸から離れた場所にあれば

海水のみの浸入で済むが，海岸に近づくにつれ数 cm

以下のヘドロの堆積が見られるようになり，さらに近

づくとヘドロの堆積が厚くなり2)，がれきの堆積も見

られるようになる。海水のみが浸入した農地では，生

じた上記①の被害に対して除塩が必要になる一方，よ

り海岸近くに位置する農地ではヘドロやがれきといっ

た堆積物や表層土壌を重機により取り除く必要があ

り，農地として復旧するにはより多大な労力が必要と

なる。また海岸近くでは被害③の分類に対して，分類

④として津波による掘削や地震による地盤変動，液状

化により地盤沈下が生じ海抜 0m 地帯が現れること

もある。このような地域では堆積物の除去だけでな

く，客土などの圃場の再整備が必要になる場合も多

く，復旧をさらに難しくしている。

農地における塩害対策の基本は，地表から水を浸透

させ土壌中の塩分を地下水へ溶脱させるリーチングで

ある。リーチングは水さえ確保できれば非常に有効な

方法である3)が，東北地方沿岸部の主要農地である水

田に関しては，もともと灌漑水の豊富な地域に発達し

てきた経緯から塩害を受けることが少なく，リーチン

グの適応例も少ない。水田は湛水を維持するために浸

透性が低い土層を有するため，塩分が下方へ移動する

速度が小さく，表層からの浸透によるリーチングの効

率が低くなる可能性が高い。また，海水が浸透した水

田では土壌に含まれる粘土が海水の Na により膨潤

し，土壌全体の透水性が低下する4)可能性がある。通

常畑地やハウス土壌などで利用される降雨や灌漑水を

浸透させ塩分を溶脱させる縦浸透除塩に対して，透水

性の低い農地を想定して湛水させた水に土壌中の塩分

を溶出させ落水する溶出法がある。しかし，地震や津

波による灌漑・排水施設の損壊により用水不足と排水

不良が生じている地域も多く，そのような地域では適

応するのが難しい。

水田のリーチング効率を上げるための対応法の一つ

として，土壌の排水性を改良することが想定される。

水田の排水性の改良は汎用化につながる技術であり，

客土や混層工などの土層改良や堆肥など有機物資材の

投入による土壌改良が効果的であることが知られてい

る5)。千葉ら6)は宮城県の海水が浸入した水田圃場に

おいて，暗渠の施工や耕起の実施，灌漑水の利用が縦

浸透除塩に対して有効であること，その一方で圃場整

備されていない水田や暗渠が未整備で排水性の悪い水

田では除塩水が圃場に残り，除塩に時間が掛かること

を報告している。

本研究では東日本大震災の際に発生した津波により

海水が浸入した水田において，除塩のための排水改良

対策をおこない，土壌および地下水にどのような影響

を与えるかを調べた。具体的には，除塩のみの対策で

早期の復元が期待される被害分類①の水田を対象とす

る初期の復興対策として，大型機械による施工や新規

の資材投入が不要な「畝立て」の効果を検討すること

とした。

II. 調査対象地および測定項目

1. 調査対象地

調査対象水田は宮城県岩沼市中條地区の T 氏水田

である（図-1）。沿岸部に位置する岩沼市は被害農地
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面積が1,300 ha と推測されており1)，宮城県のなかで

も亘理町，山元町に次ぐ比較的被害率が高い市町村で

ある。津波は海岸部より浸入し，高速道路（仙台東部

道路）の岩沼インター付近の県道岩沼海浜緑地線（125

号線）との交差地点の空間部から排水路を遡ったと推

測される。南北方向に走る高速道路によって津波の進

行が遮断され，津波の被害は道路を挟んで海側（東側）

が大きく，山側（西側）ではほとんど被害を受けない

傾向が強いが，調査水田付近では東西方向の道路と高

速道路との立体交差部が開口しており，この箇所から

津波が浸入したと考えられる。また図-1に震災前の

調査水田から太平洋岸まで（地図中のA-B）の標高を

示す。調査水田の標高は 2.2 m，西側の標高は 2.5 m

であり，東側に向かって徐々に標高が低くなり，調査

水田から2.2 km付近（海岸より1.8 km）の新長者森

地点が 1.1 m と最も低かった。さらに東側へ進むと

砂丘列のため標高が高くなり，調査水田より約 3.1

kmの貞山堀付近が3.1 m と最も高かった。それより

海側には約 1 kmの砂丘が広がっており，津波は海岸

よりこの砂丘を越えて，貞山堀を通過して本地域に浸

入してきたと考えられる。

調査水田は，東西方向の短辺が38m，南北方向の長

辺が56mおよび50mの台形（20a区画）である（図

-2）。周辺地域は東側が低くなる傾斜があり，調査水

田も東西に隣接する水田とはそれぞれ 30 cm の高低

差があった。現地での聞取りの結果，調査水田では一

時 20〜30 cm程の海水が冠水したが，翌日には浸透し

たとの情報が得られた。なお，すぐ海側（東側）に隣

接する水田にはヘドロやがれきが堆積し，震災から 3

カ月後の調査時にも立入りが困難な状況であった。ま

た，調査に先立ち，2011 年は用水路の損傷および排水

路機能停止のため水田稲作が実施されないとの報告が

あった。

調査水田周辺は水稲単作地帯であり，調査水田も畑

作物栽培の経験がなく，暗渠も設置されていなかっ

た。そのため，降雨による縦浸透除塩をおこなうには

排水性が不十分であると予想され，効率的な除塩のた

めには排水改良の対策が不可欠であると判断された。

そこで畝立てをおこない，見かけの地下水深を増加さ

せ乾燥を促進するとともに，畑作物栽培が可能になる

ように排水性の高い有効土層を整えた。畝の高さは

20 cm，畝間および畝幅を 70 cm とした。6 月中旬に

畝立て作業をおこない，続いてトウモロコシとヒマワ

リおよびワタを播種した。

2011 年 6 月 25 日に土壌断面調査を実施した（図

-3）。土壌断面の観察の結果からは，最上部に作土層

（深さ0〜30 cm）があり，その下にややち密な耕盤層

が 30〜45 cm に存在すると判断された。作土層が 30

cm と厚い理由は，畑作物栽培のための畝立て（15

cm）部分を含むためである。山中式硬度計による土

壌硬度の測定からは，調査水田は耕盤の発達が弱く基

盤層との境界がそれほど明確でないという特徴が示さ
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図-1 調査水田の位置7)および周囲の標高

図-2 調査水田内の調査位置



れた。このため，耕盤層（深さ30〜45 cm）と基盤層

（45 cm以深）の境界は土色，土性，粗密，可塑性，透

水性，硬度などから総合的に判断することとした。

調査水田の各土層の基本的物理性を表-1 に示す。

特徴的な項目として，畝立て後の作土層の乾燥密度が

0.82 g/cm3と小さいことが挙げられる。なお透水係数

は基盤層が最も小さく，この水田では耕盤層だけでな

く基盤層によって湛水を維持していたと判断される。

2. 測定項目および方法

調査水田において，土壌水分ポテンシャル，地下水

位および地下水の塩分濃度を測定した。測定地点は調

査水田の北端（道路）から南に約 25m の 3 点

（No.1〜3）である。No.1 と No.3 はそれぞれ東側お

よび西側の畝近く（畝から1m以内）であり，No.2 は

No.1 と No.3 のほぼ中間に位置する。No.1 と No.3

は畝間であり，No.2 は畝立ての影響をみるために畝

立てしたところ（畝部）と隣接する畝間（畝間）を含

んだ地点を選んだ。

土壌水分ポテンシャルをテンシヨメータを用いて

No.2 で測定した。測定深さは畝部の5，15，25，35，

45 cm，畝間の5，15，25 cmとした。

地下水に関する測定のためにNo.1〜3 の各測定地

点に観測用の塩ビ製パイプを埋設した。No.1 と

No.3 の埋設した塩ビパイプに自記式の水深測定セン

サー（HTV-020-KP-05-V，HI-NET 社製）を埋設

し，地下水位を測定した。また，No.1 の塩ビパイプ

内に塩分計（U24-001，HOBO社製：以下，「自記濃度

計」という）を設置し，地下水の塩分濃度を測定した。

地下水位，塩分濃度ともに測定間隔は 1時間である。

また，6月 25 日から10 月 25 日の間に5回，巻尺型水

位計および簡易塩分濃度計（B-173，堀場製作所：以

下，「簡易濃度計」という）による測定をおこない，自

記濃度計の測定値と比較した。

III. 結果および考察

1. 深さ方向の土壌水分変化および地下水位

2011 年 7月1日から 9月6日までの68日間の土壌

水分張力を図-4に示す。降雨のない時期は畝部の深

さ 5 cm の水分張力が最も大きく，この部分が最も乾

燥していることが分かる。続いて畝間の 5 cm の水分

張力が大きく，7月中旬以降は畝部の深さ25 cmがこ

の値と近似していた。また畝部の深さ 35 cm の水分

張力が畝間の 25 cm の水分張力よりも大きくなった

ことから，絶対的な深さが同じ層で比較すると，畝立
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図-3 調査水田の土壌断面

図-4 土壌水分張力の時間変化（No.2）
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表-1 調査水田の土壌物理性
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てした部分では水分張力が約 20 cm 低下しているこ

とが確認された。

畑作物栽培が可能かどうかの判定をする際に，降雨

により湛水が生じるかどうかが一つの基準となる。ま

た，表層が湛水していない不飽和状態であっても，浅

い部分で飽和状態が生じるとより深い層への酸素の供

給が阻害され，畑作物の生育に支障が出る。各深さの

飽和状態が継続する日数を推測するために，観測期間

中 68日間の各深さの水分張力が 24時間以上継続し

て 0 以下となる日数を数えた（表-2）。畝間部ではす

べての深さにおいて 10 日以上の飽和状態が生じるの

に対し，畝部では深さ 5，15 cm で飽和状態が生じな

かった。栽培期間中，約2カ月の間畝立てによる乾燥

効果が継続したことから，対象地区における暗渠が設

置されていない水田においても適切な土壌管理方法を

選択することで畑作物の栽培が可能になる可能性が示

された。ただし，8月下旬からは畝部 5 cm と畝間 5

cm および畝部 25 cm と畝間 25 cm の水分張力の差

がなくなり，畝立ての効果が約2カ月経過後に消失し

ている可能性も示唆された。降雨やその後の乾燥によ

る土壌の締固めの影響と思われるが，より長期間の栽

培を想定する場合は注意が必要と言える。

測定地点 No.1 およびNo.3 における地下水位の変

動を図-5に示す。どちらの地点においても地下水位

は降雨により急激に上昇し，無降雨期間になるとゆっ

くり低下している。2 地点を比較すると山側のNo.3

よりも海側の No.1 の地下水位が低い傾向がみられ

た。調査水田より 30 cm 高い位置にある山側の水田

では 2011 年にも稲の作付けを行うために湛水してい

たことから，その浸出水の影響を受け，山側のNo.3

の方が地下水位が高くなったと考えられる。

今回収量調査は実施していないが，栽培したトウモ

ロコシなどの作物の生育には湿害の影響はみられてお

らず，周囲の畑地と遜色なく成長していた。塩害を受

けた水田を汎用農地化し，耐塩性の作物を栽培するこ

とができれば，除塩までの期間の経済的なつなぎとな

るほか，畑作物の蒸散に伴う亀裂の発生，団粒化によ

る排水性の促進が期待され，さらに耐塩性の作物を用

いた除塩の可能性も見えてくる。

2. 地下水の塩分濃度変化

7月 21 日から 10 月 21 日までのNo.1 における地

下水の塩分濃度変化を図-6に示す。当初，塩分濃度

は約0.2％（3.8mS/cm）であったが，7月下旬の降雨

により低下し0.13％（2.5 mS/cm）となった。その後

8月上旬はほぼ同じ値で推移していたが，8月20 日の

降雨によって急激に上昇し0.25％（4.6 mS/cm）を超

えた。さらに 9月 22 日の台風 15号の豪雨により再

び0.15％（2.9mS/cm）程度に低下したが，10 月 6 日

の降雨によって 0.2％まで上昇した。No.1 における
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図-5 地下水位の時間変化（No.1，3）

図-6 地下水の塩分濃度変化（No.1）
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自記濃度計と簡易濃度計の塩分濃度を比較すると，設

置直後の6月 25 日はそれぞれ0.27％，0.37％と簡易

濃度計の方が大きな値を示したが，9月以降簡易濃度

計の値が若干低い値を示したが，おおむね近い値と

なっていた。

簡易濃度計を用いて測定された地下水の塩分濃度を

図-7に示す。No.2 と No.1 の測定値を比較すると，

この場合も 6 月 25 日は測定値にばらつきが見られた

が，7 月以降の測定値は同様の傾向を示した。No.3

の濃度は他の2点よりも高かったが，9月下旬には他

の2点と同様の濃度となった。連続した地下水では溶

質は拡散するため，同一圃場内の場所による塩分濃度

に約2倍もの差が生じている理由を説明するのは難し

いが，簡易濃度計を用いた測定では，測定している水

の地表からおよび地下水面からの深さを正確に把握す

ることができていないため，今後は深さを制御した状

態での採水や測定などをおこない，ばらつきについて

検証する必要がある。

本研究で測定された地下水の塩分濃度について注目

すべき点は，降雨により塩分濃度が低下する事例があ

る一方で，反対に上昇する事実が確認されたことであ

る。中村ら8)は，海水の浸入した水田において経時的

な地下水の塩分濃度の測定をおこない，降雨後に塩分

濃度が低下することを報告している。一般的に土壌中

に蓄積した塩分は降雨により溶脱されるため，時間が

経過すると土壌の塩分濃度も低下すると考えられる。

土壌中の塩分が減少すれば降雨による浸透水中の塩分

濃度も低下し，降雨後は地下水が希釈され濃度が低下

すると考えられる。また，畝間部で生じていた湛水に

より，降雨後局所的に表面流出が発生していた可能性

もあり，その影響についても今後検討が必要である。

測定された地下水中の塩分濃度が降雨後上昇した理

由として，①他の地域から高い塩分濃度の地下水が移

動してきた可能性が考えられる。調査水田は山側の地

下水位が高いことから，山側に隣接する水田から地下

水が流入していると考えるのが妥当である。簡易濃度

計による測定結果からは同一水田内でも山側のNo.3

の地下水中の塩分濃度が高い傾向は見られるが，

No.2 についてはより海側のNo.1 より塩分濃度が低

く，この仮説を支持するものではなかった。山側の水

田は標高も高く海から遠いことから津波の浸透量も少

ないと考えられる。塩分濃度が高いとすれば，津波の

影響をより大きく受けている海側（下流側）の水田で

あり，何らかの作用により濃度の高い海側の水田の高

塩濃度の地下水が混入した可能性も考えられる。ま

た，②浸透水中に多量の塩分が含まれている可能性が

考えられる。土壌が乾燥しており小雨の場合は土壌断

面中を水がゆっくりと浸透するため，塩の溶解反応が

十分平衡に達し，塩分濃度が高くなる可能性がある。

そのほか，③無降雨期に，地下水位が低下し土壌が乾

燥化した際に，塩分が上昇，集積し，次の降雨時に地

下水に溶脱した可能性なども考えられる。

なお，水稲の灌漑水中の許容塩分濃度について，生

育段階ごとに異なるが Cl濃度で 300〜500 mg/L（塩

分濃度で 0.06〜0.1％）以下という基準が報告されて

いる9)。今回の測定結果からは，津波の被害を受けて

から半年以上を経過しても，調査水田の地下水の塩分

濃度が0.15〜0.2％以下には低下していないことが明

らかになった。土壌水中の塩分濃度と地下水中の塩分

濃度を直接比較することは難しいが，地下水の塩分が

降雨や灌漑によって上昇し水稲の生育に支障を与える

危険性はきわめて高いと考えられる。本研究の結果か

らは対象地域では畝立てにより排水を促進しても，降

水のみに依存した脱塩作用では塩分濃度を 0.15％よ

り下げるのは難しいと言える。さらに地下水位を下げ

て浸透を促進することで溶脱量を増加させるととも

に，乾燥時に毛管現象による塩類の上昇・集積をおこ

さないように注意する必要がある。また，調査水田周

辺の地下水中の塩分濃度が依然として高いことから，

周辺地域の地下水も塩水化が進んでいることが懸念さ

れる。地形的にみると，海岸に近い貞山堀で地下水が

停滞していると推察される。できるだけ早い時期に地

下水の排除を目的とした地域の排水強化が必要と考え

られる。

海水の浸入に伴って生じる水田の塩害対策として，

台風時の高潮による海水浸入への対策例が参考になる

と考えられる。1999年 9月の台風 18 号による高潮に

より塩分が集積した熊本県不知火干拓地の水田では，

排水路整備，石灰によるNa 置換，酸性改善による排

水改良と灌漑がおこなわれ，翌年からは栽培が可能に

なったと報告されている10)。今後，これらの方法と組

み合わせることにより，津波により海水が浸入した水

田において効率のよい除塩を進めていく必要がある。
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図-7 地下水の塩分濃度変化（簡易濃度計No.1〜3）



IV. ま と め

東日本大震災の際に生じた津波によって海水が浸入

した宮城県岩沼市の水田において畝立てをおこない，

土壌水分状態や地下水位，地下水中の塩分濃度を経時

的に観測した。

測定の結果，20 cmの畝立てにより，畝立てした部

分では同じ深さの畝間部分と比べて土壌水分張力が約

20 cm小さくなっていることが明らかになった。栽培

期間中，畝間では深さ 5 cm の土壌が 1 日以上飽和状

態になるのが 11 日あるのに対して，畝立てした部分

では深さ 15 cm まで 1 日以上継続した飽和状態が見

られなかった。本研究対象のような暗渠が埋設されて

いない排水不良の調査水田においても，畝立てにより

畑作が可能な汎用化が実現できる可能性がある。

一方，地下水中の塩分濃度は時期により変動したが

約 0.2％で推移した。降雨後に濃度が上昇する場合と

低下する場合があった。濃度が低下した理由として，

降雨によるリーチングの収束や地下水の希釈効果が考

えられるが，濃度が上昇した理由については今後の課

題として残された。約4カ月の栽培期間で地下水の塩

分濃度が明確に低下せず，既往の研究で報告されてい

る水稲作の許容塩分濃度を下回ることができなかった

ことから，除塩を進める上では本地域ではほかの排水

性改良法も検討するとともに，早急な地域全体の排水

強化が必要であると結論づけられた。

排水性の低いほかの水田単作地域においても畝立て

による表土の乾燥化により畑作物の導入が可能になれ

ば，塩性作物の導入によるさらなる除塩や当面の経済

活動が可能になると期待される。今後は畝立てや畑作

物栽培の有無が土壌塩分濃度や地下水位，塩分濃度に

与える影響の解明が課題になる。

なお，本調査研究は主に「岩沼市震災復興会議」の

活動の一環として実施したものである。とくに，本会

議の議長である東京大学大学院石川幹子教授および井

口經明岩沼市長には強力なリーダーシップのもと精力

的に推進されたことに深謝する。また，現地調査に際

して，岩沼市役所関連職員および地元農家の方々に震

災という未曽有の困難な状況下にもかかわらず協力い

ただいた。関係の皆様方に対して厚くお礼を申しあげ

るとともに，一日も早い農地復興を祈念する。
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